
大分市上下水道局排水設備工事店及び責任技術者の違反行為に係る行政処分等取扱要領第11条に規定する基準は、以下のとおりとする。表中、大分市上下水道事業管理者を「管理者」と表記する。

1．指定又は登録の取消し

　　　指定又は登録の要件を欠くに至ったとき。又は、 業務に関し不誠実な行為や違反行為が故意かつ悪質なものと認められるとき、又は重過失と認められるとき。

２．指定又は登録の効力の停止（停止６箇月以内）

　　　違反行為が故意叉は重過失によるものであるが、指定又は登録の取消しを留保する情状酌量すべき特段の事由があるとき。

　　　処分内容に応じて、２週間・１箇月・３箇月・６箇月の内から指定又は登録の停止期間を決める。

公共下水道条例 公共下水道条例施行規程 排水設備工事店の指定に関する規程 指定工事店 責任技術者

第７条

第１項第１号 ６月以内の効力停止 ○当該工事店から事情を聴取し 〇
　行政指導を行う。これに従わ
　ない場合、処分期間を決定す
　る。

第４条 第８条

第１項 第１項 第１項第２号 ○工事着工前に管理者による確認を受けていないとき。 ６月以内の効力停止 ○当該工事店から事情を聴取し 〇
第２項 第２項 　行政指導を行う。これに従わ

　ない場合、処分期間を決定す
　る。

〇申請内容と異なる施工を行ったとき。

第１項第３号 ３月以内の効力停止 ○当該工事店から事情を聴取し 〇
　行政指導を行う。これに従わ
　ない場合、処分期間を決定す
　る。

第１項第４号 ３月以内の効力停止 ○当該工事店から事情を聴取し 〇
　行政指導を行う。これに従わ
　ない場合、処分期間を決定す
　る。

第１項第５号 ３月以内の効力停止 ○当該工事店から事情を聴取し 〇
　行政指導を行う。これに従わ
　ない場合、処分期間を決定す
　る。
　

第６条 第１１条

第１項 第１項 ３月以内の効力停止 ○当該工事店から事情を聴取し 〇
　行政指導を行う。これに従わ
　ない場合、処分期間を決定す
　る。

第７条

第１項第６号 ６月以内の効力停止 ○当該工事店から事情を聴取し 〇
　行政指導を行う。これに従わ
　ない場合、処分期間を決定す
　る。

指定工事店の指定 第５条 第２条

要件違反 第３項 第１項第1号 ○大分県内に営業所がないとき。 指定取消し 〇期限を定め文書警告 〇

　改善しなければ指定取消し。

第２項 第１項第２号 指定取消し 〇期限を定め文書警告 〇

　改善しなければ指定取消し。

以下第３項 第１項第３号 指定取消し 〇期限を定め文書警告 〇

　改善しなければ指定取消し。

第１項第４号 指定取消し 〇期限を定め文書警告 〇

　改善しなければ指定取消し。

第１項第５号ア ○破産開始の決定を受けて復権していないとき。 指定取消し ○一律に指定を取消す。 〇

第１項第５号イ 指定取消し ○一律に指定を取消す。 〇

第１項第５号ウ 指定取消し ○一律に指定を取消す。 〇

第１項第５号エ 指定取消し ○一律に指定を取消す。 〇

第１項第５号オ 指定取消し ○一律に指定を取消す。 〇

指定工事店の届出 第８条

義務違反 第１項第１号 指定取消し 〇期限を定め文書警告 〇

　改善しなければ指定取消し。

第１項第２号 1月以内の効力停止 〇期限を定め行政指導 〇

　改善しなければ処分期間を

　定め決定する。

第１項第4号 1月以内の効力停止 〇期限を定め行政指導 〇

　改善しなければ処分期間を

　定め決定する。

第１項第５号 1月以内の効力停止 〇期限を定め行政指導 〇

　改善しなければ処分期間を

　定め決定する。

工事施工に関する義
務違反

大分市上下水道局排水設備工事店及び責任技術者の違反行為に係る処分基準

違 反 項 目
関 係 法 規 条 項

違     反     内     容 処 分 内 容
行政処分決定前の
行政指導の方法等

○暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第
　６号に規定する暴力団員又は同条第２号に規定する暴力団
　若しくは暴力団員と密接な関係を有することが判明したと
　き。

対象

○本市の市税及び営業所の存する市町村の市町村税を滞納し
　ているとき。

○排水設備工事に必要な設備及び器材を有していないとき。

○精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業
　を適正に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を
　適切に行うことができないとき。

○申請書及び添付書類に記載した事項を変更する際、事前に
　管理者の確認を受けずに施工したとき。
　（軽微な変更として認められているものを除く）

○指定の取消しを受け、当該取消しを受けた日から起算して
　１年を経過していないことが判明したとき。

○責任技術者の管理の下において、工事設計及び施工してい
　ないとき。

○第三者に指定工事店の名義を貸与し、又は工事設計及び施
　工を一括して受けわせたとき。

○排水設備等の工事完了後、１０日以内に完成届を提出しな
　いとき。または、理由なく工事完成検査を受けないとき。

○施工上の管理を怠り、従業員もしくは従業員以外を負傷又
　は死亡させたとき。
○施工上の管理を怠り、下水道施設等の機能に障害を発生さ
　せ、又は発生させる恐れが大きいとき。

○責任技術者１名以上及び配管責任者２名以上を営業所に選
　任してないとき。

※選任された責任技術者が、大分県下水道協会の会員である
　他の地方公共団体で登録を取り消されたとき、又は登録の
　効力を停止されたときに、代わりの責任技術者を１名以上
　選任できない場合も含む。（規程第１９条第２項）

○工事の申込者から説明を求められても、工事内容等を明確
　に説明しないとき。

○工事完成検査の結果、不合格と認められたものについて管
　理者が指定する期間内に補修等の指示に従わないとき。

○法人であって、その役員又は営業所の代表者のうちにアか
　らエまでのいずれかに該当する者があるもの。

○営業を中止し、又は廃止しようとするときに廃止届が提出
　されていないとき。

○組織、名称、役員、営業所の代表者又は営業所の所在地を
　変更した際に、届け出が出されていないとき。

○選任した責任技術者及び配管責任者に異動があった際に、
　届け出が出されていないとき

○指定証等を毀損し、又は紛失した際に、届け出が出されて
　いないとき



第１項第６号 ○保証人を変更した際に、届け出が出されていないとき 1月以内の効力停止 〇期限を定め行政指導 〇

　改善しなければ処分期間を

　定め決定する。

その他の違反 第９条

第１項第３号 ○業務に関し不誠実な行為をしたとき 6月以内の効力停止 〇期限を定め行政指導 〇

　改善しなければ処分期間を

　定め決定する。

指定取消し ○偽りその他不正な手段により
　助成対象工事等を施工したと
　認められる場合、指定を取消
　す。

第１項第４号 〇排水設備等に関する法令、条例、規程等に違反したとき 6月以内の効力停止 〇期限を定め行政指導 〇

　改善しなければ処分期間を

　定め決定する。

指定取消し ○行政処分に係らず違反行為

　を繰り返す場合、指定を取り

　消す。

責任技術者の登録 第５条 第１６条

要件違反 　 第１項第1号 〇業務に関し不誠実な行為をしたとき 6月以内の効力停止 〇期限を定め行政指導 〇

　改善しなければ処分期間を

　定め決定する。

第１項第２号 〇排水設備等に関する法令、条例、規程等に違反したとき 6月以内の効力停止 〇期限を定め行政指導 〇

　改善しなければ処分期間を

　定め決定する。

登録取消し ○行政処分にも係らず違反行為

　を繰り返す場合、登録を取消
す　り消す。

第１項第３号 〇破産手続開始の決定を受けたとき、又は、復権を得てい 登録取消し ○一律に登録を取消す。 〇

　ないことが判明したとき。

第１項第４号 〇精神の機能の障害を有することにより業務を適正に営む 登録取消し ○一律に登録を取消す。 〇

　に当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行う

　ことができない状態となったとき。

第１項第５号 〇暴力団員又は暴力団関係者であることが判明したとき 登録取消し ○一律に登録を取消す。 〇

第１項第６号 〇管理者が責任技術者として不適当と認めたとき 登録取消し 〇指導や処分にかかわらず、 〇

　その後も違反行為を繰り返し

　改善する意思が見られないと
　判断した場合、登録を取り消
　す。

その他の違反 第５条 第１６条
第１項第1号 〇業務に関し不誠実な行為をしたとき 6月以内の効力停止 〇期限を定め行政指導 〇

　改善しなければ処分期間を
　決定する。

指定取消し ○偽りその他不正な手段により
　助成対象工事等を施工したと
　認められる場合、指定を取消
　す。

第１項第２号 〇排水設備等に関する法令、条例、規程等に違反したとき 6月以内の効力停止 〇期限を定め行政指導 〇

　改善しなければ処分期間を

　定め決定する。

登録取消し ○行政処分に係らず違反行為

　を繰り返す場合、登録を取

　り消す。


